
【目的】

地域の高齢者やその家族に対し、総合的な相談支援の実施、地域

の活動と連携して介護予防事業の実施、普及・啓発を行い、地域包

括支援センターと連携・協力して、高齢者の心身の健康維持や保

健・福祉・医療の向上を図る。

【これまでの経緯】

平成18年度より地域包括支援センターを補完する機関として設置し、

二次予防事業を主に実施してきた。法改正により介護予防事業は廃止

となり、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）が

平成29年度より開始したことに伴い、介護予防センターは、総合事業の

一般介護予防事業の主な実施主体となっている。

これにあわせ、介護予防センターの機能強化を行うこととし、平成29年

度から段階的に介護予防センターの職員を1名増員し、一般介護予防モ

デル事業を実施。令和元年度からは全ての介護予防センターで職員を2

名配置とした。

【設置状況】

53ヵ所に設置。（41法人に委託）

【配置職員】

常勤・専任の保健福祉職（保健師、看護師、社会福祉士、介護福祉士、

介護支援専門員、社会福祉主事等）を2名配置。

札幌市介護予防センター運営事業概況

【事業内容】

(1)総合相談支援

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるように、相談・実

態把握等を行い、適切なサービスや機関、制度等に繋げるための支援を

行う。

(2)介護予防教室の実施及び介護予防の普及啓発

地域の福祉活動団体・機関（地区社協、福祉のまち推進センター、町内

会、民児協、老人クラブ等）と連携しながら、介護予防に係る効果的なプロ

グラムを取り入れた介護予防教室の実施及び地域住民に対する普及啓

発活動を行う。

(3)地域介護予防活動の支援

効果的な介護予防活動の地域展開を目指して、住民主体の活動の育成

及び支援を行うとともに、介護予防に関するボランティア等の人材育成を

行う。

(4)専門職と連携した介護予防機能強化業務

介護予防センターの機能強化に併せ、下記業務を平成29年度から段階

的に区を拡大し、令和元年度からは全区で実施。実施に当たっては、効果

的・効率的な内容となるよう専門職との連携（リハビリテーション専門職等

派遣事業）を必須としている。

【Ｈ29：3区（17センター）、Ｈ30：６区（34センター）、Ｒ1：10区（53センター）】

①自主活動化を目指した期間限定の介護予防教室の実施

②既存の団体における介護予防活動の継続に向けた支援の実施
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１．令和元年度介護予防センターの活動実績

（１） 総合相談支援業務
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【相談件数（延べ件数）】
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【介護予防教室の実施内容（重複有） 】 （実施回数）

※イベント、相談会、研修会・講演会を除いた「介護予防教室」のみの実施内容
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【介護予防教室等の実施】
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（２） 介護予防教室の実施及び介護予防の普及啓発

○相談件数は微増傾向にあり、令和元年度は4,581件。相談結果は「終結」

が半数を占め、次いで「介護予防教室に参加」となっている（図１）。

○相談内容は「介護予防に関すること」が31.4％と最も多く、次に「心身の健

康に関すること」が18.7％、「介護保険制度に関すること」が18.4％となって

いる（図２）。

○相談経路は「本人」が57.4％、次いで「家族・親戚」が17.1％となっており、

残りの約25％は「民生委員」「知人」等となっている（グラフなし）。

○介護予防センターが実施主体となり行っている介護予防教室等に

ついては、令和元年度の延べ実施回数は4,835回、延べ参加者数は

92,678人であった。また、Ｈ29年度からの機能強化開始に伴い、

実施回数は順調に増加している（図３）。

○実施内容は、介護予防教室の開催が約９割を占め、介護予防教室では、

「転倒予防（運動器の機能向上）」、「閉じこもり予防」、「認知症予防」が

主に実施されている（図４）。
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（３） 地域介護予防活動の支援
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（４） 専門職と連携した介護予防機能強化業務
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【介護予防に資する地域活動組織等の育成及び支援】図５
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【令和元年度専門職派遣の実施状況】

○地区社協・福祉のまち推進センター・町内会・民児協・老人クラブ・

サロン等の地域活動組織において、介護予防活動が推進されるよう

支援を行っている。

令和元年度の実施回数は4,784回、参加者数は88,919人であり、

Ｈ29の機能強化業務開始に伴い、大きく実績を伸ばしている（図５）。

○支援対象は、「自主グループ」「社協登録サロン」が多く、

半数以上を占める（図６）。

○令和元年度、新規介護予防教室開催箇所数は115ヶ所、その内77ヶ所が

自主活動化した。

また、既存団体における支援は199ヶ所、その内132ヶ所においては、

支援した内容（体操等）を継続することとなった。（図７）

○リハビリテーション専門職については、Ｈ29年度より派遣を開始。歯科衛生士・

栄養士についてはＨ30年7月より派遣開始。いずれの専門職も派遣回数は

増加しており、地域における介護予防活動の定着に繋がっている。（図８）
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図７ 【専門職と連携した介護予防機能強化業務実績】

（ヶ所）

図８

122

365

467

20

86

8
78

0

100

200

300

400

500

H29 H30 R1

リハ職 歯科

栄養

＜延べ派遣回数推移＞



（１）収入

（２）支出

委託料
（99％）

介護予防センター
運営事業費
573,014千円

人件費、事務費、介護予防事業費、地域介護活動
支援費、地区地域ケア会議開催費

※担当地区の高齢者人口規模及び地区数に応じ
て委託料を設定

その他
（1％）

3,960千円 教室等参加者実費負担金、実習謝礼金等

収支差額（収入－支出） 11,050千円

人件費
（82％）

462,263千円

（うち、専任職員の人
件費：443,511千円）

職員俸給・諸手当、法定福利費、厚生経費
等

職員活動費
（7％）

38,863千円
通信費、旅費、車両費、需用費、事業開催
経費（謝金、会場費）、研修経費

管理費
（6％）

35,451千円
事務所等賃借料、光熱水費、事務機器経
費、システム等IT関係経費、役務費

その他
（5％）

29,347千円 その他経費

３．令和元年度介護予防センターの収支決算

4

収入総額
576,974千円

委託料, 

573,014

その他, 

3,960

（単位：千円）

人件費, 

462,263

職員活

動費, 
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支出総額
565,924千円

（※執行率98.1％）



主な実施内容 成果 次年度に向けた主な工夫・改善点

【普及啓発の強化】

・介護予防センター通信等の作成
・地域の高齢者・地域組織へ配布、町内回覧
・民児協定例会等の地域組織において介護予
防活動の目的・効果の説明
・幅広い年齢層に向け介護予防イベントを開催

【閉じこもり状態にある高齢者の把握】
・地域組織が把握している心配な高齢者宅へ町
内会役員と同行訪問
・介護予防教室を休んでいる方への電話かけ
・既存団体や介護予防教室にて、見守り協力依
頼のチラシ配布と講話

【地域組織・関係機関等との連携】
・マップ・リストを更新のため関係機関と連携
・未開拓エリアの町内会等へアプローチ
・地区地域ケア会議にて地域の課題を共有し、
解決に向け協議

【普及啓発の強化】

・相談会等をきっかけとした新規参加者の増加
・民生委員へのアンケートを行い、マップ等から
介護予防教室等に繋がった人数を把握し、有
効性を確認

【閉じこもり状態にある高齢者の把握】
・同行訪問等の直接アプローチにより、通いの場

や介護保険申請等、早期に必要な支援につな

ぐことができた
・介護予防教室長期欠席者への電話かけにより、
認知症疑い等を把握し地域包括支援センター
へつなぐことができた

【地域組織・関係機関等との連携】
・地区地域ケア会議において課題を検討したこと
で、停滞気味であった地域における防災活動
が再開する動機づけとなった
・マップにより空白地帯であると把握した町内会
から、通いの場立ち上げの支援要請を受け、短
期介護予防教室を実施

・独居高齢者への見守りは意識して行われてい
るが、高齢者夫婦世帯や家族同居世帯への支
援が困難であり、見守りも手薄であることが課

題として抽出された

【普及啓発】

・より幅広い世代に向け、スーパーやショッピン
グモールなどでの体力測定会・相談会の実施
・チラシやマップの配架場所を開拓
・視覚的な資料の作成
（高齢者の目に留まるように工夫）

【閉じこもり状態にある高齢者の把握】

・高齢者宅への同行訪問や介護予防教室欠席

者及び中断者への電話かけの継続

【地域組織・関係機関等との連携】
・地域における町内会役員の負担感軽減のた
めの検討、情報共有
・マップで可視化された介護予防空白地帯の
開拓を目的とする積極的アプローチ
・地域ケア会議等による、地域課題の共有
・区役所や地域包括支援センターと情報を共

有し、必要なサービスに繋げる
・独居以外の居住形態の高齢者の把握のため、
民生委員や地区組織との情報交換や協力体

制の構築
5

４．令和元年度運営方針で示した重点取組項目の実施内容

（１）地域の介護予防に資する取組及び介護予防が必要な対象者の把握に係る取組の強化
・ 介護予防センターが介護予防や健康管理に関することの一番身近な相談窓口であることを地域に広める
・ 閉じこもり状態や支援を要する高齢者を介護予防活動や必要な支援につなげる
・ 地域の介護予防活動を把握及び開拓する



主な実施内容 成果 次年度に向けた主な工夫・改善点

【通いの場の立ち上げ・継続支援】
・期間限定の介護予防教室が自主化するよう、
地区のキーパーソンやボランティアの参加を
促進
・地域のニーズに合わせたプログラムや専門職

派遣を実施し、通いの場の立ち上げ・継続を支
援（男性向け教室、料理教室等）
・サッポロスマイル体操やご当地体操の実施

【セルフケアの推進、受診勧奨】
・介護予防手帳に血圧や体力測定結果等を記
入するよう促し、自己管理を推進
・介護予防教室にて地域の医療関係者等に講
話を依頼し、検診の受診勧奨を実施
・地域の疾病の特徴を踏まえ、地域包括支援セ

ンター保健師による講話を実施

【もしもの時の備え支援】
・司法書士を講師に招き、相続や成年後見等の
講話を行った
・消費者センターと連携し、カード・電子マネー

の使い方や特殊詐欺等の講話を行った
・札幌市消防局職員による防災講話を行った

【通いの場の立ち上げ・継続支援】
・男性の介護予防活動参加には、目的意識や知
的好奇心・仲間との共感が効果的だと把握
・既存団体において、専門職による運動の再指
導や講話を実施。自身の体の動きや生活習慣

の見直しに繋がり、モチベーションの向上に有
効であった
・過去に立ち上げ支援をして現在も継続している
自主グループの紹介をすることにより、介護予
防・地域活動に消極的な方の参加に繋がった
・参加者全員で体操を行うことにより一体感を感
じることができ、運動へのモチベーション向上に

つながった

【セルフケアの推進、受診勧奨】
・健康の管理をかかりつけ医に一任している方
が一定数存在することを把握
・教室及び自宅での運動により、肥満気味の方
の体重が１年で５kg減少したり、こむら返りがな

くなった等の声が聞かれた

【もしもの時の備え支援】
・防災講話を聞いた参加者から依頼があり、町
内会においても講話を実施する等、地域の防
災意識が高まった

【通いの場の立ち上げ・継続支援】
・地域の運動等の意欲をできるだけ尊重できる
よう、活動拠点となる会場の確保に努める
・地区内均一に通いの場ができることを目標に、
町内会役員等と個別に話をする機会を設ける

・自主化後しばらくは定期的に連絡を取る等、
安定した軌道に乗るまで支援を行う

【セルフケアの推進、受診勧奨】
・日常生活の中でも参加者個人が取り組むこと
ができるセルフケアの手法を専門職等と連携
し検討。元気高齢者や虚弱高齢者のニーズ
に合わせたセルフケアを提案していく

【もしもの時の備え支援】
・防災講話において、避難時の体勢（しゃがむ・
四つん這い）をとるには運動機能を維持・強
化することの必要性を伝え、介護予防との繋

がりを意識付けていく

6

（２）住民主体の介護予防活動の促進に向けた支援の強化
・ 住民主体の介護予防活動の拡大とその継続に向けた具体的な支援を行う
・ 高齢者が自ら介護予防・健康管理の必要性を実感するよう働きかけを行う



主な実施内容 成果 次年度に向けた主な工夫・改善点

【介護予防教室における参加者の役割作り】
・役割（受付・設営・片付け等）を当番制にする

・子育てサロンにプレゼントするクリスマスカード
の作成等、高齢者が役割を担える企画を立て
た

【地域の高齢者に対する活動の場の提供】

・区社協ボランティア情報の提供や介護サポー

ターのチラシ配布及び説明の実施
・「サッポロスマイル体操講座」を受講したスマイ
ル体操普及サポーターに対し、テレビの取材
や地域のイベントでの体操披露の機会を設け
た
・地域の中で「趣味」「特技」が生かせるようにア
ンケート調査実施

【キーパーソン支援】
・通いの場リーダー交流会、地区内のサロン交
流会等の実施

・他自主グループの見学研修会実施

・人は集まるがリーダーがいない町内会と、リー
ダーはいるが人が集まらない町内会の2つの
町内会合同で意見交換会を実施

【介護予防教室における参加者の役割作り】
・中心となる高齢者が不在の時も、他の参加者

が自然と役割を担えるようになるなど、主体性
が生まれた
・講師役を担っている参加者を見て、同じ特技を
持つ参加者から講師になることに積極的な姿
勢が見られるようになった

【地域の高齢者に対する活動の場の提供】

・「地域の役に立ちたい」という意欲が増し、アル

バイト等の就労や施設の介護助手に繋がった
方もいた
・包丁研ぎが得意な方が講師となり包丁研ぎ教
室を実施、手話が特技の方が地域の演芸会で
歌詞の手話通訳を実施等、アンケートにより特
技が披露される機会の創出につながった

【キーパーソン支援】
・交流会にて、悩みの共有や、マンネリ化した活
動を活性化させる新しいプログラムを提供。そ

れぞれが持ち帰って検討することで、活動のバ

リエーションが広がった
・他自主グループの見学研修会においては、見
学する側もされる側も活動内容の見直しやモチ
ベーション向上につながった

【介護予防教室における参加者の役割作り】
・運動で筋力をつけ、意欲や自信を取り戻し、

ボランティアや地域活動等の社会参加につな
がるよう支援する
・能力の高い参加者へ他の役割を担ってもらえ
るよう動機づけを実施し、ステップアップでき
るようにする

【地域の高齢者に対する活動の場の提供】

・高齢者の趣味・特技等と地域課題や資源の

調整
・生活支援コーディネーター等の関係機関との
連携による活躍の場の創出

【キーパーソン支援】
・高齢者自身が望む健康な生活を継続してい
けるよう、介護予防サポーター養成講座を開

催する

・お互いの悩みを補うことのできる地域組織・
自主グループ等をマッチングさせ、新たな活
動グループの立ち上げを支援
・リーダーの負担感軽減や不安の解消のため、
後継者育成のための講座を実施する 7

（３）介護予防活動におけるサポーターの育成と活動の場づくりの強化
・ 介護予防教室の運営の中で、高齢者の能力に応じた役割を作る
・ 参加者各人が何らかの役割を担えるように支える
・ 自主活動に向けた「お世話役」や「中心となる人」等の人材（キーパーソン）を発掘する



主な実施内容 成果 次年度に向けた主な工夫・改善点

【効果測定とフィードバック】
・体力測定や質問紙調査の他、センター独自に
姿勢の写真撮影や体組成計測定、口腔機能

測定、アンケートを実施し、結果を参加者へ
フィードバック
・効果測定結果等のデータを基に、地区ごとの
傾向と課題をまとめ、関係機関と共有
（バランス機能低下大・糖尿病罹患率高など）

【効果的な内容による普及啓発・支援の実施】

・教室参加者へ活動の中で関心のあることや取
り入れてほしいことのアンケートを実施
・専門職と連携し、介護予防教室ごとの参加者
の特徴に合わせたプログラムを実施
・測定結果から効果のあった方をモデルやボラ
ンティア化し、他の教室で成功体験の報告を
実施

【効果測定とフィードバック】
・体操教室後のアンケートにより、参加者の主体
的効果（身体・体操の継続）を確認

・体力測定後、早い段階でフィードバックを行うこ
とにより、継続への意欲につながった
・専門職からのフィードバックも行うことにより、
効果が得られないという理由での離脱者は見
られず、活動継続のモチベーション維持につな
がった
・フィードバックにより運動効果を実感した参加
者は、社会活動に積極性を持ち、町内会やボ
ランティア活動への参加の他、福祉施設でのア
ルバイトに繋がった方もいた

【効果的な内容による普及啓発・支援の実施】

・アンケートにより、ストレッチ・姿勢改善・脳トレ
等、高齢者のニーズが高いものを把握しその
教室を実施。民間の専門家を含めた講師によ
る指導に意欲的な姿が見られた
・成功体験者の報告は説得力があり、参加者や
町内会等の地域組織の理解を得るのに有効で
あると把握

【効果測定とフィードバック】
・効果測定の結果で一喜一憂する参加者もい
るため、「今後にどう生かすか」に重点を置き、

支援を行う
・新型コロナウイルス感染症による自粛により、
筋力が低下していることが懸念されるため、
効果測定の時期や方法を検討していく

【効果的な内容による普及啓発・支援の実施】

・活動が１年経過したサークルでは、効果低減
の方が多い傾向が判明。有効性を一層高め
るため、適切な負荷の必要を周知。
・自主化を目指すグループ等に、成功体験者
が報告を行うことによって、モチベーションの
上昇と自主化の連鎖を生み出せるよう支援

8

（４）効果測定等による評価及び効果的な介護予防活動の推進
・ 介護予防普及啓発活動及び地域の介護予防活動支援において効果測定を行う
・ 効果測定の結果をまとめて参加者や地域にフィードバックするとともに、
介護予防の普及啓発や介護予防教室の内容に反映させる
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参考資料

（１）地域の介護予防に資する取組及び介護予防が必要な対象者の把握に係る取組の強化

介護予防センター通信

＜表＞ ＜裏＞

センターごとにオリジナルの通
信を作成。
高齢者の方に興味を持っていた
だくような内容を検討。

男性高齢者を意識し、
新聞風のデザインに

介護予防イベントの実施

＜チラシ＞ ＜当日の様子＞

体力測定ブース
（血圧・握力・体組成計）

ご当地体操披露

予防センター職員による
講話

○イベント参加者 166名
（男性2割、女性8割）

○年齢割合

80代, 
15.5%

70代, 
36.6%

60代, 
24.2%

50代, 
7.5%

40代, 
8.1%

その他, 8.1%
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マップの活用
＜旧マップ＞ ＜新マップ＞

介護予防
空白地帯

関係機関と連携しマップ作成

地域組織等に配布

空白地帯の地区組織にアプローチ

地区組織と連携し短期教室開始

通いの場の誕生

通いの場
誕生

（２）住民主体の介護予防活動の促進に向けた支援の強化

通いの場の立ち上げ・継続支援

サッポロスマイル体操
（バランス＆ストレッチバージョン）

男性向け筋トレ教室

セルフケアの推進

介護予防手帳（一部）

介護予防センター主催の介護予防教室・

既存団体への支援にて、

体操や運動指導を実施

男性参加者が少ない傾向にあるため、
男性向けの運動教室等を企画

自分で記録をすることで、自己管理を推進



（３）介護予防活動におけるサポーターの育成と活動の場づくりの強化

キーパーソン支援

＜自主グループリーダー交流会（全３回）＞（老人福祉センターと連携）

→ リーダーの負担軽減、活動のマンネリ化などの課題解決

活動内容紹介・レクリエーションによるリーダー同士の交流

情報提供

介護予防の講話・新プログラム（体操等）の紹介

→ 自分のサークルに持ち帰る（マンネリ化防止）

終了時アンケート（参加者感想）

・他のグループの話を聞いて参考になった

・自分たちの活動は良いことなのだと確信

・自分たちのサークルでも実践したい

・認知症の方や身体の不自由な方は、皆対応に苦慮しているとわかり

安心した

・介護が必要な方が参加する際には話し合ったことを参考にしたい

・今後もこのような話し合いの場を設けてほしい

課題や困りごとの共有

みんなで解決に向けたアイディアを出す

○「男性メンバーを増やしたい！」

○「見守りが必要になってきた人をどうする？」

名前を工夫！
「介護」

↓
「長寿」「健康」

募集方法に工夫を。
「男性○名募集！」

活動の目的を
明確に！

わかりやすい
成果が必要

興味を持つ
声掛けを

民生委員
福まち

ケアマネに
相談

会話が大切
無口な人とも
お話を！ 参加者全員

名前札付き
洗濯ばさみ
を用意

下肢筋力の
強化

定期的な
体力測定を とにかく笑顔で

手を差し伸べる！

11
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HARP作成
フィードバックツール

（４）効果測定等による評価及び効果的な介護予防活動の推進

効果測定とフィードバック

全センター統一の
フィードバックツール

経年比較を独自に作成
するセンターも

効果的な支援の実施

高齢者の活動の場

＜包丁研ぎ教室・交流会＞（生活支援コーディネーターと連携）

地域で独自に専門職グループを結成。

介護予防教室のプログラムの検討・

自主グループへの支援内容検討等を実施。

保健師
PT・OT
薬剤師
栄養士
歯科医師
介護福祉士
社会福祉士

…

＜包丁研ぎ教室の様子＞

①自主グループ参加者にアンケート実施（困っていること、自分にできること）

②アンケートを基に困りごとを参加者内で共有（除雪、ガラス拭き、包丁研ぎ、…）

③自分たちで解決できることをピックアップしてもらう（ゴミ捨て、話し相手、買い物、…）

④「元調理師で包丁研ぎならできる」という男性の声から包丁研ぎ教室を企画

○参加者14名
（男性4名、女性10名）

○包丁研ぎだけでなく、様々な困りごとを
自分たちで解決していきたいという感想
が聞かれた

自分たちでも出来ることがあった！
今後も色々な生活支援をみんなでやっていこう！


